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１．事業概要
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（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

計 画 期 間 ：

19

～

管 路 延 長

水 源

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 16,000 ㎥／日

　組織体制は、上下水道課長（51歳）（総括、職員管理監督）、経理係１名（40歳）（経営戦略、予算、決算、会計）、上水道係４名（係長（50
歳）、水源管理職員２名（50歳）（40歳）、設計管理職員１名（38歳））の計６名で構成している。
　
 

これまでの主な経営健全化の取組

近年は収入ではなく、支出見直しによる健全化を図ってきた。
H22、23には、企業債で補償金免除繰上償還を実施し、支払利息の抑制を図った。
H25からは、建設改良における起債割合の低減（1/3→1/4程度もしくは0）を計画し、毎年約130,000千円程度、起債残高の減を実現した。
H26には、各種保険の見直しにより、△600千円の保険料の減を実現した。
H27には、外部団体への負担金を協議交渉により、△114千円とした。
H28には、道路改良関連の建設改良計画の見直しにより、耐用年数未満の管布設替を抑制している。

添付のとおり。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

駒ヶ根市

水道事業

Ｈ 10 年 6 月 1 日

8

0.721

供 用 開 始 年 月 日 S31 年 12 月 27 日

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 65.5

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

別添１－２

駒ヶ根市水道事業経営戦略

事業の現況

　口径別料金制としている。（用途別料金制は現状把握が困難であり、不公平感も伴うため）
基本料金は、逓増型で、水量料金は、水量に応じてステップ（ブロック）型及び逓増型となっている。
一般家庭での標準水量でみると、基本料金：1に対し水量料金：3の割合となっている。
料金設定における資産維持費の算定は、当然行っている。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実
施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

324.51

千ｍ

計 画 給 水 人 口 34,900

現 在 給 水 人 口 33,075法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

給水人口の予測

現状稼働していない施設は一部存在するが、遊休資産ではなく、バックアップ資産として捉えているため、今のところ見直しは考えていない。

　過去の有収水量は、Ｈ22・・・3,591,734㎥、Ｈ23・・・3,536,615㎥、Ｈ24・・・3,507,067㎥、Ｈ25・・・3,452,733㎥、Ｈ26・・・3,357,570㎥、Ｈ
27・・・3,384,981㎥と人口減に比例して減少している。
この間の年平均減少率は、前年比△1.28％となっている。ただし、大口企業が井戸へ切り替えた等の特殊事情を控除（自然減に）すると△
0.97％となるため、将来予測では、≒△1.0％としている。

　職員数は、課長１名（総括、監督）、上水道係４名（施設維持管理、設計、工事発注）、経理係１名（会計事務、予算、決算、経営計画）とギリギ
リの状況であり、類似団体と比較しても少なく、管理運営上、これ以上の削減は考えられない。
また、上水道係のみで災害時の対応は困難となる可能性があるが、下水道係や庁内経験者の協力を得ながら、BCP計画を実施する。
よって、定員は当面増減なしが見込まれる。

水需要の予測

施設の見通し

人口統計はH27年度決算時で、8年連続減少となっている。
過去5年の平均減少率は、年△0.5％、駒ヶ根市人口ビジョンにより、将来5年の平均見込減少率は年△0.6％となっているため、給水人口予測
はそれに合わせている。

組織の見通し

料金収入の見通し

料金改定を平成10年より実施していない為、有収水量と給水収益（料金収入）は、ほぼ比例している。
よって、水需要の将来予測と同じ、年平均減少率△1.0％としている。

　収益的収支については、長期前受金戻入によって純利益の黒字が継続する見込みだが、現金収入は着実に減少していく。
とりあえずは、損益計算上では問題はでないが、資本的支出の建設改良費及び企業債償還については現金支出であり、高止まりしていく見込
みであるため、現金収入の要である料金改定を後々は行う必要がある。
（今年度、料金改定の検討に入ったが、上伊那広域水道企業団の受水費が10％減の改定が確定したため、今回の改定は見送った）

資本的収支については、建設改良費（更新時期）が20～30年後にピークが来るため、起債に頼らず、内部留保資金を活用して建設改良を実
施し、
企業債残高の大幅な減少を優先してきた。
しかしながら、近年、超低金利のため、長期的にみれば、当面、起債割合を増加するべきとの判断に至っている。
（起債割合：建設改良費の1/4→建設改良費の1/2　なお、起債割合を増加しても、企業債残高は順調に減少していく　）

　



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標 建設改良費を年２億円以内に抑制する

目 標 内部留保資金の減少の緩和

・経費の削減は考えうる事（保険、電気料の見直し、修繕の見直し、公用車（軽自動車）の削減、他団体負担金の値下げ変更協定、一般会計と
の経費負担割合の見直し等）は実施してきた。これ以上の削減は、現段階では見込めない。

・当市は、配水量の２/３を受水に頼っているが、Ｈ２９年度から、企業団からの受水費が△10％（値下げ改定）となるため、年間15,000千円の費
用削減が見込まれる（総費用の2％超）。

・包括的民間委託、指定管理者制度の導入等の取組も検討しているが、ノウハウを持った業者が少ない事がネックとなっている。

②　収支計画のうち財源についての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

・水道事故に対応するための切石浄水場の導水管新設をＨ30-32にかけて、総額４億～５億で実施する予定。

・水道ビジョンをもとに、適宜、配水池等の機械・計装類の更新を実施予定。

・Ｈ２９年度以降は、管路の道路関連工事について見直しを行い、耐用年数未満につていは、実施しない方向でいる。

・Ｈ３３年に配水塔の取り壊しを計画しているが、取壊し費用は経理上３条（収益的支出）となる。

・当面、３条支出と４条企業債償還は水道料金で、４条建設改良費は起債と内部留保資金により対応する。

・近年、超低金利が続いており、長期的にみれば「今が借り時」との判断に至っており、当面、建設改良費の起債割合を増加して、内部留保資
金の使用を極力抑制する方針。

・Ｈ３３年度の配水塔取壊しは、３条支出となると先に示したが、その財源は、全額起債可能なため、４条収入（資本的収入）となる。

・資産の有効活用としては、配水塔取壊し跡地が売却もしくは貸付できる可能性はある（売却の場合、現在の地価で40,000千円程度）。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職員体制はギリギリであり、人事異動以外での更なる減少は難しい。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

今のところ、見直しは考えていない。

修繕費は、有収率維持のため、減額は考え難い。

施設又は能力縮小しない限りは、削減対象にはならない。

そ の 他 の 取 組

平成30～32年度の料金改定については、企業団の受水費10％減により改定を見送ったが、収益減
少が将来的に確実視される中、財源を見通すと、料金改定は避けては通れない。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

将来計画している配水塔の取壊し処分に伴う、その土地の売却。

そ の 他 の 取 組

企 業 債

繰 入 金

ダウンサイジングは、現在使用していない市街地の配水塔について、取壊し計画を策定中である。

人口減、配水量減が続いているが、災害等を考慮して、スペックダウンはなかなか踏み切れない。

そ の 他 の 取 組
道路改良関連については、実耐用年数を超えない限り更新しない方針を固め、その代替えとして管
路賠償保険加入によりリスクを軽減する。

近年の低金利を鑑みると、固定資産の更新財源は企業債の割合を上げる方向である。

国庫補助金等は見込めず、一般会計繰入金のみと想定している。その繰入金も、従来どおり基準内
繰出金のみと考えている。

民間の資金の活用は検討しているが、施設管理等のノウハウについては、民間は手薄い。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　投資・財政計画（収支計画）については、毎年の決算、3ヵ年実施計画、予算編成時に直近の状況を
もとに更新し、検証・分析を行う。
　これらの検証・分析結果を踏まえ、見直し・修正を加えた経営戦略を毎年1回作成し、上下水道運営
審議会に諮ったうえで公表する。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

浄水場の機械・装置等の更新については、単年度実施では支出が大きいため、ユニットごと３年間で
計画している。

広 域 化
県、上伊那郡内市町村を含め、検討会を実施しているが、現状は、どの団体も広域化に前向きとは
言えない。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 652,424 658,971 638,119 645,573 638,862 632,816 626,533 620,313 614,155 608,058 602,023 596,048
(1) 648,208 654,140 633,619 641,058 634,347 628,301 622,018 615,798 609,640 603,543 597,508 591,533
(2) (B)
(3) 4,216 4,831 4,500 4,515 4,515 4,515 4,515 4,515 4,515 4,515 4,515 4,515

２． 86,370 93,070 83,578 79,216 81,339 79,945 79,339 77,387 76,840 76,331 75,885 75,645
(1) 4,321 4,369 4,120 4,045 3,944 3,839 3,734 3,632 3,532 3,429 3,323 3,229

4,321 4,369 4,120 4,045 3,944 3,839 3,734 3,632 3,532 3,429 3,323 3,229

(2) 72,758 79,886 70,918 66,982 68,916 67,926 67,436 65,610 65,198 64,849 64,557 64,410
(3) 9,291 8,815 8,540 8,189 8,479 8,180 8,169 8,145 8,110 8,053 8,005 8,006

(C) 738,794 752,041 721,697 724,789 720,201 712,761 705,872 697,700 690,995 684,389 677,908 671,693
１． 622,402 623,527 615,609 621,348 611,609 614,213 617,371 616,673 618,937 621,614 620,440 623,302
(1) 44,195 44,382 46,780 47,042 47,042 47,042 47,042 47,042 47,042 47,042 47,042 47,042

24,539 24,587 25,511 25,689 25,689 25,689 25,689 25,689 25,689 25,689 25,689 25,689
4,052 4,063 4,232 4,270 4,270 4,270 4,270 4,270 4,270 4,270 4,270 4,270

15,604 15,732 17,037 17,083 17,083 17,083 17,083 17,083 17,083 17,083 17,083 17,083
(2) 304,573 304,273 293,352 287,898 279,318 279,306 279,293 279,281 279,268 279,256 279,244 279,232

7,450 7,020 6,669 6,612 6,612 6,612 6,612 6,612 6,612 6,612 6,612 6,612
46,935 40,858 46,000 49,730 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000

250,188 256,395 240,683 231,556 226,706 226,694 226,681 226,669 226,656 226,644 226,632 226,620
(3) 273,634 274,872 275,477 286,408 285,249 287,865 291,036 290,350 292,627 295,316 294,154 297,028

２． 53,289 49,281 44,669 41,187 37,969 36,046 34,125 32,100 30,026 26,976 24,173 21,708
(1) 53,289 49,281 44,669 41,187 37,969 36,046 34,125 32,100 30,026 26,976 24,173 21,708
(2)

(D) 675,691 672,808 660,278 662,535 649,578 650,259 651,496 648,773 648,963 648,590 644,613 645,010
(E) 63,103 79,233 61,419 62,254 70,623 62,502 54,376 48,927 42,032 35,799 33,295 26,683
(F) 199,734
(G) 25,412 84 23,000 100,000
(H) 174,322 △ 84 △ 23,000 △ 100,000

237,425 79,149 38,419 62,254 70,623 62,502 54,376 △ 51,073 42,032 35,799 33,295 26,683
(I)
(J) 531,627 547,611 546,481 566,533 578,547 579,526 593,469 586,859 564,477 551,671 537,297 526,906

121,765 128,498 124,612 126,075 124,755 123,566 122,330 121,107 119,896 118,697 117,510 116,335
(K) 236,264 232,127 236,347 237,523 236,181 237,343 241,300 243,234 240,638 234,111 225,230 217,720

177,113 182,305 186,347 187,523 186,181 187,343 191,300 193,234 190,638 184,111 175,230 167,720

53,272 46,052 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 652,424 658,971 638,119 645,573 638,862 632,816 626,533 620,313 614,155 608,058 602,023 596,048

(N)

(O)

(P)

そ の 他 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他

平成29年度 平成34年度 平成35年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金

平成36年度 平成37年度平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

営 業 収 益

収

益

的

支

出

流 動 資 産
う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

１． 41,500 41,500 100,000 100,000 150,000 150,000 150,000 150,000 50,000 50,000 50,000 50,000

２．

３． 7,524 7,621 7,721 5,825 5,926 6,031 4,427 3,782 3,882 3,985 4,091 2,525

４． 2,434 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840

５．

６． 3,620 8,506

７． 58

８． 31,540 26,010 14,000 14,700 6,000 3,000 3,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

９．

(A) 83,056 80,591 132,067 122,365 163,766 160,871 159,267 157,622 57,722 57,825 57,931 56,365

(B)

(C) 83,056 80,591 132,067 122,365 163,766 160,871 159,267 157,622 57,722 57,825 57,931 56,365

１． 193,885 204,937 200,000 215,000 300,000 300,000 300,000 190,000 200,000 190,000 150,000 150,000

２． 169,075 177,113 184,024 187,913 188,223 190,631 195,543 200,750 206,434 203,838 197,311 188,430

３．

４．

５．

(D) 362,960 382,050 384,024 402,913 488,223 490,631 495,543 390,750 406,434 393,838 347,311 338,430

(E) 279,904 301,459 251,957 280,548 324,457 329,760 336,276 233,128 348,712 336,013 289,380 282,065

１． 242,050 286,191 237,142 264,622 300,528 307,538 314,054 219,054 333,897 321,939 278,269 270,954

２． 26,326 1,707

３．

４． 11,528 15,268 14,815 15,926 22,222 22,222 22,222 14,074 14,815 14,074 11,111 11,111

(F) 279,904 301,459 251,957 280,548 324,457 329,760 336,276 233,128 348,712 336,013 289,380 282,065

(G)

(H) 3,023,710 2,888,097 2,804,073 2,716,160 2,677,937 2,637,306 2,591,763 2,541,013 2,384,579 2,230,741 2,083,430 1,945,000

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

3,178 4,636 4,120 4,093 3,992 3,887 3,277 3,274 3,174 3,071 2,965 2,871

3,178 4,636 4,120 4,093 3,992 3,887 3,277 3,274 3,174 3,071 2,965 2,871

9,958 9,461 9,561 7,665 7,766 7,871 6,267 5,622 5,722 5,825 5,931 4,365

9,958 9,461 9,561 7,665 7,766 7,871 6,267 5,622 5,722 5,825 5,931 4,365

13,136 14,097 13,681 11,758 11,758 11,758 9,544 8,896 8,896 8,896 8,896 7,236

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

他 会 計 負 担 金

平成37年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

平成29年度

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

平成35年度平成29年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成36年度 平成37年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度


